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1
0 1 2
9
経済成長率を充分に下げていくならば，物価
上昇率はマイナスとなるであろう。このトレ
ード・オフの関係が悪化し，これまでと大差の
’ない経済成長率のもとにおいて，従来よりも
高い物価上昇が見られるとするならば，既存
のトレード・オフを示す両者の関係は悪化し
たことになる。たとえばT1曲線上のA点に
あったとし，もしトV一ド・オフの悪化が生じ，
T2曲線のごとくに左上方にシフトするとす
れば，たとえ経済成長率が低下してもなお物
価のテンポは高まるということも起こりうる。
たとえばT2曲線上のB点がそれに対応する
と考えればよい。この場合には事態はA点か
らB点に移ることになり，もし経済成長率が
低下しないならば，物価の上昇率がかなり激
しいものとなり，物価上昇率はA点からB＊
点に移動していくことになる。1970年代に入
って先進工業国にトレード・オフの悪化が見
られたといわれているが，それはこのような
事態が生じたことを意味している。このトレ
ード・オフの変化と，経済成長率と貿易収支
との間のトレード・オフの変化とが同時に生
じるならば，われわれは経済成長速度の低下
がインフレーショソに与える影響と貿易収支
に与える影響と組み合せなければならない15）。
　経済成長率と失業率との間の対応関係に言
及しておこう。この両者の関係は一種のトレ
ード・オフ曲線で示すこともできよう。ここで
貿易政策と国際収支（渡部）
このトレード・オフ曲線をグラフに示すこと
は省略するが，それは容易に画くことができ
る。経済成長率の低下は失業率の増大を伴い，
経済成長率の増大は失業率の低下を伴う。適
度な水準を超えた経済成長率のもとでは労働
力不足に陥ってしまう。やや長期的にみた場
合，この失業率と経済成長率との間のトレー
ド・オフを悪化させる一つの要因は労働節約
的な技術進歩が採用されることである。それ
によって一定の経済成長率のもとで生じる失
業率は以前よりも増大する。もちろん，労働
人口の増加率が小さくなっていけぽ，必ずし
も技術進歩がそのまま失業率の増大を引起こ
すことになるとは限らない16）。さらにまた，
賃金上昇率が経済成長率と失業率の間のトレ
ード・オフの関係をシフトさせることになる
ことも容易に想像しうることであろう。労働
節約的技術進歩の出現とともに経済成長率が
高まるならば，雇用水準そのものは高められ
ることになることはいうまでもない。したが
って，もし労働賃金の上昇率が経済成長率の
低下にもかかわらず高い水準を維持し，たえ
ず労働節約的技術が導入される状態にあるな
らぽ，雇用増加テソポは従来よりも急速に低
下することになるので，どうしても失業率は
従来よりも高まらざるをえないであろう。
　1970年代に入ってから，経済成長率を媒介
として相互に深くからみあっているそれらの
トレード・オフの変化は国際収支不均衡是正
を他の経済的条件を悪化させることなく実現
することをかなり困難にした。各国において，
フレーショソにたいする対策が第一義的な重
要性を占めたり，あるいは国際収支の改善が
第一義的な重要性を占めたりするのに応じて，
用いられる政策手段にあたえるウエイトは異
ならざるをえない。一般的にいって，もし経
済成長率の低下にもかかわらず，それに対応
した物価上昇率の低下が思わしく進行ぜず，
しかも，雇用は満足すべき状況にはないとい
う状態にその経済が置かれているとするなら
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ば，そうした状況のもとでの国際収支不均衡
の是正という問題は，その国にとってそれほ
ど解決容易なことではない。国内における雇
用問題やイソブレーション問題の解決を犠牲
にして国際収支の均衡を実現するということ
は，工業国一般にとって容易に追究しうるよ
うな政策とはなりえないし，そうした政策手
段を弄することは実際問題としては不可能で
あろう。ここから国際収支問題の解決を為替
レートの調整と有効需要の調整によっては必
ずしも果しえない状況がでてくる。貿易政策
が重要な国際収支調整手段として登場するに
至った基本的理由はその辺りにある17）といっ
てよいであろう。もちろん，国際収支全体と
して，その不均衡が問題であるかぎり，貿易
政策の他にさらに対外援助政策や対外投資政
策もまた登場せざるをえないことになる。
1970年代にはいってからの国際環境の急激な
変化のために，国際収支の不均衡解消のため
の政策の選択が工業国にとっても，開発途上
国にとっても，より一一一一層困難な問題となって
きている。ここで国際環境の急激な変化とは
食糧・資源問題の劇的な出現をさす。以下節
を改めてこの点にふれよう。
13
　現在工業国が直面している経済的諸条件は，
これからの僅かの期間のうちに，自然にまた
急速に消滅してしまうような性質のものでは
ない。ところがそのような経済的諸条件の上
に，より一層の困難を追加するような事態が
発生した。それは1973年秋にはじまった原油
の供給制限である。アラブ産油国によって実
行されたこの原油の供給制限は，引きつづき
とられた原油価格の政治的引上げ（約4倍に
およぶ引上げ）を伴ったため，数量と価格と
の双方から石油消費国の経済は深刻な影響を
こうむるこ1とになり，それは従来の世界価格
体系にたいして破壊的影響をあたえ，相対価・
格体系は混乱し，イソフレーショソにさらに
強力な拍車を加えることになった。第11表と
第12表はそれを示す。世界貿易の流れはそれ
によって大きく撹乱された。そればかりでは
ない。資本の流れにも，バラソスを失わせる
ような撹乱が引起こされることになったので
ある。この原油価格の暴騰に先だって，世界
穀物市場はかつてない価格上昇を経験した。
農産物の需要の増大と供給制限と，それに基
づく穀物価格の暴騰があり他方ボーキナイト
や銅鉱石などの資源についても価格の急速な
上昇があった。いずれも1971年から1972年へ
の世界的景気上昇と密接な関連をもつもので
あったことはいうまでもない。しかし，スタ
グフレーショソの過程にはいってからの世界
的な石油インフレーショソの暴発，こうした
状況のもとでの国際収支不均衡の様相の変化
は，激変と呼ぶに値するものであった。それ
ぞれの国の食糧資源の賦存状態に依存して，
国際収支不均衡の深刻さの度合は異なってく
る。これら基礎的生産物における需給逼迫の
おきる以前の状況では，まさにスタグフレー
ショソと国際収支（貿易収支）の不均衡の調
整問題であったが，いまやそこに資源ないし
食糧などの基礎物資の価格暴騰を通じて，各
国の国際収支の相対的強弱に強い変化が生じ
ることになってしまった。多くの工業国，特
に資源を保有していない工業国は，国際貿易
上のこれまでの優位を失うにいたり，多額の
代金を石油をはじめとする資源や食糧にたい
して支払わなければならなくなった。
　このことは国際的な所得再分配が行なわれ
たことを意味する。とくに原油に関しては，
この国際的な所得再分配は意図して行なわれ
たものである。しかし，意図されたものであ
ろうと，なかろうと，それが交易条件の変化
をとおして所得再分配が生じたことは間違い
ない。原油については，その大量消費国が工
業国であるところから，その再分配は工業国
が産油国へのトラソスファーということにな
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ったのである。他の資源についても同様であ
るが，それが国際的な供給制限政策をとおし
て行われたものでないところに石油との相違
がある。しかし，それがどのような理由によ
ったものにせよ，それをどのように評価する
にせよ，食糧・資源問題に端を発した国際収
支の不均衡は，このような世界的な所得再分
配の結果に外ならない。ここにこの国際収支
問題の特別な性格がある。世界の国際収支問
題はこれまでのものに加えて新たな側面をも
つことになったと同時に，さらに従来の国際
収支問題の一部を解消する結果にもなった。
　食糧ないし資源価格の暴騰の中には，もち
ろん一時的な現象とみなされるものもあるが，
資源価格については，今後において旧水準へ
の低下が期待されるものはあまりなく，むし
ろ上昇の予想の方がはるかに高い18）。そうで
あるならぽ，大量の資源を消費することによ
ってその工業生産を拡大し，維持してきた工
業国の国際収支（貿易収支）は，今後ともこ
れらの基礎的物資の価格上昇傾向によって，
大きく影響をうけざるをえないであろう。安
い基礎的物資の上に成り立っていた工業国全
体の国際収支パターンのみならず，工業国相
互間における国際収支パターソが大きく変化
する可能性が出てきたのである。この場合注
目すべきことは，国際収支の黒字を累積する
という形で不均衡を拡大し，有効需要政策や
為替レート調整によって必ずしも充分にはそ
の不均衡を解消しえなかった黒字国が，不均
衡の解消のための何らかの政策手段を講ずる
ことなしに，それが解消されてしまうという
事態が起こりえよう。事実，そのような状態
が出現している。すでにその不均衡の解消の
段階を通り越してしまって，第7表，第8表
および第9表にみられるごとく，国際収支の
赤字が出現するに至っている。これらの工業
国の輸出価格が原油価格と同一比率で上昇す
るのでなければ，多かれ少なかれ国際収支の
悪化は免れないことになるであろう19）b
貿易政策と国際収支（渡部）
　とくに資源を保有しない工業国の中で，貿
易収支が充分な黒字を示さず，また必ずしも
黒字を累積しているわけではない国にとって
事態はきわめて深刻である。これまでの国際
収支が悪化し，一転して赤字の累積という形
での不均衡が拡大する，という収支逆転現象
が起こる可能性があるからである。他方，資
源保有国の国際収支は黒字に転じ，または，
大幅の黒字がそれらの国で累積することにな
る。工業国の中で資源にめぐまれている国は
アメリカやソ連などごくわずかであり，大部
分の工業国は食糧や資源にめぐまれていない。
そのアメリカの場合でも石油輸入国であるし，
ソ連は食糧の不安定な収穫になやまされてい
る。食糧輸出国のアメリカは有利であるが，
その価格上昇は石油に及ばない。したがって，
資源を保有する開発途上国がこの黒字の累積
を享受することになってしまう20）。原油につ
いていえば，石油輸出国機構に参加している
国はすべて開発途上国である。とくにアラブ
諸国はかなり大幅な受取り超過になるため，
それらの国の国際収支はすでにオイル・ダラ
ーの名でその還流が一大関心事となるほど未
曽有の大幅な黒字を急速に示すことになる。
しかも原油価格が今後低下する可能性があり
そうにもない状況のもとでは，相殺要因が働
かない限り，これは今後とも続くものと見な
ければならない。
　その国際収支の国際的な不均衡拡大を抑止
しうる要因の一つは，工業国自体におけるイ
ソフレーショソを通じての交易条件の回復で
あり，もう一つは産油国における工業化の促
進である。工業国のイソフレーショソは，す
でに述べたごとく，1960年代末よりはじまっ
ていたが，1970年代にはいってその傾向は促
進され，とくに1973年にはじまった原油をは
じめとする多くの基礎物資の価格上昇によっ
て急激に促進された。すでに，工業国ではス
タグフレーションの現象が一般化していたわ
けであるが，この状況は推し進められ，物価
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上昇率と経済成長率との間のトレード・オフ
の関係はさらee－一，一段と悪化した。それに伴っ
て，工業国の場合，経済成長率と貿易収支の
間のトレード・オフの関係は以前より悪化し，
従来よりも低い成長率のもとにおいても，貿
易収支の赤字がもたらされてしまうことにな
った。つまり原油価格の高騰は，非産油国に
おいて従来存在していた各種のトレード・オ
フの悪化をさらに一層促進したのである。
　しかし，とくに問題なのは資源をもたない
開発途上国である。これらの国は工業国が講
整をある程度すすめた後においても，なお問
題となる。原油をもたない開発途上国は，
1973年秋以降の工業国におけるイソフレーシ
ョソ（それは工業製品の輸出価格の上昇に繋
がる）と原油価格の上昇の双方から国際収支
の赤字を大幅に拡大する可能性がでてきた。
むしろ，事態は可能性の段階をこえて確実と
なった，というべきであろう。これもまた工
業国におけるインフレーショソと資源価格の
高騰が逆転しないかぎり，今後の世界経済に
おける大きな問題とならざるをえない。こう
してみると，原油価格の高騰にもっとも端的
に示されている基礎物資の価格高騰とそれに
伴う工業品価格の上昇は，これまでの国際収
支調整をめぐる開発途上国の困難を，一段と
強化したということになるであろう。その意
味では，国際収支の不均衡の是正の困難さが，
さきのトレード・オフの悪化を通じてさらに
一段と強化されてきたというのが現段階での
状況である。そうして1970年代において，こ
れらの開発途上国のこの大問題が急速に消滅
してしまう可能性はほとんどない。
　したがって，新しい状況のもとで，しかもそ
の状況が旧状には復帰しないという状態のも
とでの国際収支問題は，まさに原油をはじめ
とする基礎物資の非生産国（そこには工業国
も開発途上国も含まれる）がこうむる国際収
支赤字の負担を，世界各国の間にどのように
配分するかということである。もちろん，世界
政府なり，世界中央銀行なりがあって，これら
の赤字負担の配分を適度に調整するというこ
とが行なわれるわけではない。ある程度は各
国の協議によってそうした赤字負担の分担問
題についてのある程度の合意がえられ，また
それが部分的には実行に移されるかもしれな
い。しかしおそらくそれは不充分なものであ
ろう。この分担問題はいくつかのルートを通
して実行されうるであろう。いま，考えられ
るルートを列記すればつぎのごとくになる。
く1）短期的な資金の調整的な流れを通して行
　なわれるルート。
く2）長期的な資本の移動を調整的に行なうこ
　とによって可能となるルート。
〈3）各国の経済成長率の調整を行ないバラソ
　スをはかるルート。
〈4）世界の為替レート体系を操作することで
　調整するルート。
〈5）基礎的な物資の諸価格や工業生産物の諸
　価格などの間の相対価格体系の調整とその
’安定をはかっていくルート。
〈6）各国の産業構造を新しい価格体系に調整
　して長期的な国際収支調整をはかるという
　ルート。
（7）産業構造の調整と関連するが，基礎的な
　物資の節約を可能にする技術の開拓をはか
　ることによってえられる調整のルート。
14
　基礎物資の生産国はその国際収支の赤字に
対応するための何らかの金融的な財源が必要
である。オイル・ダラーの還流問題の重要な
一つの側面は，その視点からみるとき，（1）に
あげた短期的な配分問題にかかわるといえ
よう。しかし国際収支の赤字をオイル・ダラ
ー，すなわち国際金融市場における短期資金
によって埋めあわせるとしても，それは短期
的な調整にしかすぎないであろう。オイル・
ダラーといってもそれは短期資本の流れに外
64
ならないからである21）。世界経済における構
造に変化が生じた以上，問題の解決はより根
本的なところにおいて行なわれなけれぽなら
ないであろう。基礎物資の非生産国の国際収
支の不均衡是正のtcめ何らかの措置がどれだ
け有効にとれるか，ということである。これ
はまさに長期の問題であろう。技術進歩の問
題がとりあげられるのもその領域であり，長
期資本の流れについての対策が取られるのも
その領域である。オイル・ダラーの内外への
長期的投資を通じての還流はその領域で大き
い問題である。オイル・ダラーを含むユーロ
・ダラーの流れについて，適度な調整メカニ
ズムが導入され，その分配を円滑に行なうこ
とは，国際通貨体制再建に深いかかわりをも
つ。しかも，それらについての見通しや政策
は，短期的な当面する国際収支の調整にも深
くかかわっているのである。
　その意味において，1970年代の国際収支問
題は，1960年代における国際収支問題とは異
なったものとなった，といってよいであろう。
1960年代における国際収支問題は「弱いドル
と強いマルク」というところから生起し，や
がて，強い円やその他西ヨー一　ptッパ諸国の強
い通貨がそれに漸進的に加わり，さらにヨー
ロッパの通貨のなかの強いマルクと弱いポン
ドやフラソスというようなところへ進展して
いった。これら工業国の国際収支問題は，ま
さに為替レートの調整にその対策の焦点がむ
けられるという感があった。もちろん対策は
自由化の促進と平等化という形で貿易政策に
もむけられていたが，劇的な主人公としての
地位は為替レート調整におかれていた。国際
収支問題の生起がアメリカと西ヨーロッパ諸
国と日本の間の経済的地位の相対的変化にも
とつくものであった以上，それは当然のこと
であったといえる。その背景として彼らが共
通にもっていたものが貿易と資本との自由な
国際的流通であったことは，ますます為替レ
ートの調整を国際収支調整劇の舞台の上の主
貿易政策と国際収支（渡部）
人公たらしめたといえる。その調整劇のクラ
イマックスは1971年8月のアメリカの緊急政
策から12月のスミソニヤソの合意にかけての
約8ヵ月であった。そうして1年ほどの余波
の後に，基礎物資の供給問題が世界市場をゆ
るがしはじめ，1960年代の調整劇はついに舞
台装置と照明を変え，その内容と主人公をと
りかえることになったのである。国際的な所
得分配のドラスティックな変化が政治とから
んで出現し，他方，工業国は内部的条件と外
部的条件の変化の荒波にもまれるにいたった。
こうして1970年代の国際収支問題はその様相
をかえることになる。1960年代と1970年代を
とおして，常に同じような国際収支問題を加
えているのは，資源を保有しない開発途上国
である。それらの国際収支問題はまさに舞台
の変化によって一段と悪化してしまった。こ
れは産油国が一度に巨額の富を手にすること
になったことの裏面である。工業国について
は，アメリカにたいする西ヨーPッパ諸国や
日本の経済の相対的な上昇を背景として生起
していた国際収支不均衡の一方的進展ははば
まれ，その流れは逆流しはじめた。それはあ
る意味では均衡回復への逆流ともいえるが，
産油国国際収支の巨大な黒字不均衡の累積可
能性を前にしては，工業国間の逆流も影がう
すくさえみえる。したがって，基礎物資の供
給条件の変化のもとでの国際収支問題はたし
かにその性格をかえたのである。
　しかし，ここで国際収支調整問題の性格の
変化をあまりドラスティックに強調しすぎな
いようにする必要がある。国際収支の調整を
行なうことは，新しい国際環境のもとで容易
ではなくなったけれども，しかし，すでに述
べたように，その困難さは，工業国を中心と
するスタグフレーショソや各種経済要因のト
レード・オフのシフト（悪化）などにより，
食糧・石油・資源問題が発生する以前から出
現していた。したがって，これら基礎物資の
供給制限とその価格の高騰によってもたらさ
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れた新しい事態は，その困難さを一層確実し
たということができるであろう。それと同時
に，国内的な諸問題の解決が国際的な相互依
存関係とより深く関連し合うことになったと
いうことを明記しなければならない。従来で
も国際的な相互作用を無視しては国内政策も
国際収支政策もとりえなかったわけであるが，
その事態が一層確実となり，そのあたえる国
際リパーカッショソがより一層敏感になった
ということが，1970年代における与件変化と
して認めなけれぽならないことである。1960
年代においては，弱くなりたドルと弱くなっ
たアメリカ産業の競争力，過大に支出されて
いたアメリカの対外支出一といった事態を
背景としての各国の国際収支調整問題であっ
た。したがって，前述のように，それが基礎
物資の価格高騰を通じて，その性格を変える
に至ったことは確かである。事実，アメリカ
の国際収支が，あるいは貿易収支が，資源問
題をきっかけにして従来に比して相対的に楽
観的なものになったということは，多く人々
の認めるところであり，おそらくその状況は
今後急激に変化していくことはないであろ
う22）。
　しかしながら他方，従来のアメリカの貿易
収支を悪化されていた諸要因がすべて消滅し
てしまったわけではない。それらはなおその
工業部門に存在していることも事実である。
それらがスミソニヤソの合意に前後しての数
次にわたる為替レート体系の国際的調整と食
糧・資源価格の高騰によって帳消しになった
と見ることはでぎない。アメリカ経済とその
国際収支の将来についての評価の変化はすで
にふれたように，アメリカの農産物供給能力
と資源の高い自給率と，アメリカの有価証券
へのオイル・ダラーによる投資テソポの速さ
を背景として生じているものである。またそ
の一端は，西ヨーロッパの工業国や日本の輸
入基礎物資への依存度の高さにもとついてい
る。すなわちその高さがそれらの国の貿易収
支の悪化を引き起こし，さらに，それがもたら
すイソフレーショソは貿易収支に不利な影響
を与えるであろうという予想にもとついてい
る。確かにそうであるが，すでに数次にわた
って行なわれた為替レート調整がある程度そ
の効果を発揮するはずであったから，もとも
とアメリカの国際収支に対する評価は変化す
ると予想されていた。いいかえると，為替レ
ート体系の国際的調整がアメリカの輸出を有
利に，輸入を不利にしたわけであり，また西
ヨーロッパや日本の貿易に逆の影響を与える
ことによって，1960年代後半以来，問題とな
っていた国際収支の不均衡をある程度縮小さ
せうるものとみなされていたわけである。ま
たその兆候も事実出現していた。その意味か
らするならば，基礎物資をめぐって生じてき
た国際収支面における新たな撹乱は，じつは
すでに進行しつつあった動きを強化する形で
生じたということもできよう。高度に相互依
存関係の絆を強めている現状においはて，す
でに国内経済政策と国際経済政策のバラソス
を失うことが困難になってきた。そのような
状況になっいる。したがって，いわゆる食糧
・資源問題の発生は，その方向への動きをさ
らに強化し，さらに，単に経済問題の領域だ
けではなく，政治問題の領域にまで，そうし
たバランスの必要性が拡大されたものという
ことがでぎよう。
　ただ問題は1970年代に入って生じてきたこ
の基礎物資の価格の暴騰があまりに急激であ
ったために，西ヨーロッパ諸国や日本やある
いはそれらの生産物を国内で生産しえない開
発途上国に有効需要政策や為替レートの調整
以外の政策手毅を採らせる誘因がきわめて高
くなったということである。特に貿易政策
（制限的輸入政策）への依存の可能性が一段
と高まったことは否定できない。その側面か
らみるときには，従来の国際収支問題の性格
が変わったということもできるであろう。す
でにふれたように，国際収支調整にあたって
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の為替レートの役割は，1970年代にはいって
のその変更が大幅かつ大規模であったことも
あって，その効果が評価されているわけであ
るが，次に起こるべき可能性は，国際収支の
不均衡是正のために，西ヨーロッパ諸国や日
本，あるいは基礎物資を産出しない開発途上
国が，為替レート切下げを，変動相場制の枠
の中で合法的に実現してゆく可能性がある，
ということである。すでに言及したように変
動相場制の果して来た役割はかなり効果的な
ものであったことと相侯ってこの変動相場制
はかなり長期にわたり実質的に採用されつづ
けるであろう。したがって，西ヨーロッパ諸
国や日本が国際収支の赤字解消のために為替
レートの切下げを大胆に実行するとするなら
ば，変動相場制を認める限り，これを表面的
に否定することはできない。しかし，それが
あまりにも大胆に行なわれるならば，その状
況が世界経済の安定にたいして，はなはだ望
ましくない影響を与える可能性は否定できな
いであろう。もちろん1930年代におけるよう
な為替レートの切下げ競争を生み出すような
経済的・政治的条件が存在するわけではない
が，国際収支の赤字国が為替レートの切下げ
を有力な手段として用いる可能性が残されて
いる。いいかえると，これまで国際通貨不安
を沈静化させ，食糧資源問題の生じた場合に
も，通貨不安の発生を防止する役割を果たし
てきたところの変動相場制が，逆に世界経済
の円滑な再編成を阻止する役割を演ずる可能
性がそこに残されている。
　しかし，われわれはあまりこのやや短期的
側面に注意をむけすぎるのは片手落ちとなる。
不安な動乱的現象を示した世界市場における
相対価格体系の動きに，一つの落ち着きが得
られ，より緩慢なインフレーショソ過程が出
現したとき，国際収支問題はどうなるかとい
う，より長期的な問題があるからである。新
しい相対価格体系のもとでの各国の国際収支
はどのような調整問題をもつことになるか。
貿易政策と国際収支（渡部）
相対価格体系は1970年代の後半において当然
一つの新しい水準に落ち着くであろう。その
とき，まず考えうることは，工業国のイソフ
レー一ショソのため，工業部門の交易条件の若
干の回復がえられ，その国際収支は有利な影
響をうける，ということである。しかし，そ
れは事態を旧に復するようなものではありえ
ない。それは動乱的現象のもとでの行きすぎ
を是正するという程度のものであろう。その
理由の大きい部分は，資源とくにオイルの価
格の引上げをもたらした誘因ないし狙いの性
質に依存している。政治的な要因が価格上昇
の引き金をおろしたことは事実であるにして
も，その経済的要因は世界的な所得再分配に
ある。この所得再分配が工業国のイソフレー
ショソによって相殺されてしまうところまで
交易条件の動きを放置することはありそうに
もないことである。このことはすでに言及し
たとおりである。そうであるとすれば，この
ルートを通じての国際収支の均衡回復という
ことは，長期的にも起こりえないといっても
過言ではない。
　むしろ，つぎのように考えるのが妥当であ
る。経済的激動は永久につづくことはなく，
数100億ドル・ベースでの大幅な不均衡の偏
在が長期につづくことはありえない。資源保
有国・産油国の工業化政策の進展と石油消費
国の産業構造政策や石油節約的技術の開拓，
さらに集積した余剰ドルの長期運用メカニズ
ムの出現などをとおして，国際収支の不均衡
の偏在がある程度まで解消されていくであろ
う。すくなくとも，長期的には国際収支問題
は，いわゆる「オイル・ショック」直後より
は，はるかに容易になるであろう。しかし，
各国経済の密接な相互依存関係にたいする認
識の一般化と，その上にたった協力がなけれ
ば，その実現の歩みは遅々としたものになり，
さらには幾度かの動乱的現象をへなければな
らなくなるであろう。その意味で，1970年代
のこれからの国際収支問題は一面において深
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く政治とつながったものとなっているといえ
る。
　1）　この資料はW．A．　Lewis，　Economic　Sur－
　　vey　1919－1939　Unwin　University　Press，
　　1949にもとつく。
　2）　同じくW．A．　Lewisの前掲書の資料によ
　　り計算した。
　3）　これらの数値はIMF，　lnternational　Fin＿
　　ancial　Statistics該当年次の資料により計算τ
　　した。
　4）　これは，　ドイツ，フランス，スイス，イタ
　　リーイギリスなどのヨーロッパ諸国とアメ
　　リカの動きの平均である。W．　A．　Lewisの
　　前掲書の資料より計算した。
　5）　IMF，　International　Financial　Statistics，
　　該当年次の資料より計算した。
　6）　これはW．A，　Lewis前掲書の資料により
　　計算。
　7）　日本銀行r日本経済を中心とした国際比較
　　統計』該当年次の資料にもとづき計算したも
　　のである。
　8）　ここでこの歴史的回顧を行なうことはでき
　　ない。さきのW．A．　Lewisの書物のほかに，
　　たとえばR．Nurkse，　Internationnal　Cur－
　　rency　Experience，1944（小島清，村野孝
　　訳）やC．P．　Kindleberger，　The　World　in
　　Depression　1929－1939，1973，などをみられ
　　たい。
　9）国際収支困難による引締め政策がとられた
　　最後のものは，1967年末から1968年前半にか
　　けてのものである。それ以後1970年にはいっ
　　てとられた引締め政策はもはや国際収支困難
　　ではなかった。それは文字通り国内的理由に
　　よるものであった。
　1Q）　為替レートや外国の景気状況のほかに貿易
　　政策も考えられる。輸入制限あるいは輸出促
　　進政策が税制その他の直接的措置を通じてと
　　られるならば，同一の成長率のもとにおいて
　　貿易収支は改善される。輸入自由化政策が他
　　のいかなる条件をも動かさずに採用されれば，
　　その程度に応じて輸入を促進する。たとえば，
　　もしそれが相手国の同様の措置を誘発するな
　　らば，輸出が促進されることになり，貿易収
　支は変化しないということも起こりうるであ
　ろう。
ユ1）　もちろん，ボーダー・ラインにあるケース
　が考えられる。たとえば，国際収支について，
　黒字や赤字のほかに国際収支の均衡を一つの
　ケースとして取り上げることができるし，雇
　用についても失業と労働力不足のほかに完全
　雇用が一つのケースとすることができる。し
　かし，国際収支の均衡も完全雇用もともに実
　現することが望ましいケースと考えられると
　ころから，上記の分類からはずしたのである。
12）1960年代後半から1970年代にかけて，典型
　的にこのタイプの不均衡におちいっていたの
　は，西ドイツであったことは周知のとおりで
　ある。
13）　この経済状態は1960年代後半において，イ
　ギリスが経験したものであった。
14）　国際収支と経済成長率の間のトレード・オ
　フは，その他要因をαであらわすならば，
　　F（B，g；α）＝0
　によって示すことができる。αはシフト・パ
　ラメータであるが，この代表的なものが為替
　レートの変更（r）である。そのほかに貿易政
　策，海外の経済諸要因の変動，物価水準の変
　動などがある。これらの点についてはすでに
　言及したとおりである。海外の経済要因のな
　かではとくにその経済活動水準（gf），物価水
　準の動き，貿易政策などが重要である。物価
　水準，貿易政策などを当該国の対応する要因
　との相対水準で示すことにし，それぞれP，
　trであらわすならば，
　　　　　　　　　　F（B，9；r，P／P，　tr，　gf，α＊）＝0
　となる。本文はこのようなトレード・オフ関
　数の存在を前提にして論議した。
15）　この場合，ここでは言及していないが，事
　態をより一般的にみるためには，インフレー
　ションが貿易収支に与える影響を考慮しなけ
　れぽならないであろう。また，インフレーシ
　ョンや貿易収支の変化が経済成長率に与える
　影響をも念頭にいれなければならないであろ
　う。インフレーショツが貿易収支にマイナス
　の効果を与えるから，経済成長率の増大の効
　果を増幅する作用をもっている。また，イソ
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　フレーショソは経済成長率を高め，貿易収支
　の悪化は経済成長率を低める作用をもつので，
　経済成長率にたいする効果は相殺しあうこと
　になる。したがって結果は不明であろう。
16）失業は労働人口から雇用人口を差しひいた
　ものである。失業（U）を労働人口（Ls）と
　雇用人口（LD）との比で示すならぽ，
　U＝Ls／LDであるから，
　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　U　　　　　LD
　　　－＝n－－　　 U　　　　　LD
　となる。ここでnは労働人口増加率である。
　雇用人口は国民総生産に比例するものとし，
　その比例係数hは技術進歩の関数であるとし
　よう。労働節約的技術の採用により，hは毎
　期日の率で減少していくとすると，LD　＝・　hY
　であるから
　　　　iD
　　　　　＝9一θ
　　　　LD
　をうる。したがって
　　　音一（n・・）一・
　　θの増大があっても，nが減少すれぽかなら
　　　　　　　ずしもU／Uは増大しない。
17）為替レートの変更が国内政治的視点からみ
　てやりにくいという事情もある。もっともレ
　ート変更にたいするアレルギーは変動相場制
　にはいってからはかなり弱まったことは確か
　である。
18）　とくに石油問題が意図的に行なわれた所得
　再分配であったことを考えるならば，そのこ
　とは容易にわかるであろう。工業国の工業製
　品価格にたいして，一定の交易条件を維持す
　るように行動するかぎり，よほどの政治的理
　由が出現しないかぎり，長期的にはその価格
　が低下することはありえないであろう。
19）原油価格の上昇が国際収支におよぼすルー
　トについてふれるならば次のごとくであろ
　う。経済が旧水準の原油価格のもとで一つの
　均衡に達していたとしよう。その原油価格が
　上昇してn倍になったとき，もしそれと同一
　比率で他のすべての生産物の価格が上昇した
　とすれば，すべての生産物（原油を含む）の
　相対価格体系は不変であるから，さしあたっ
　て需要に変化は生じない。いいかえるとそれ
貿易政策と国際収支（渡部）
　’はすべての生産物価格の同一比率での上昇で
　あろう。したがって，所得の実質水準にも，
　国際的な配分にも何の影響もなく，価格面か
　らみるかぎり，国際収支（貿易収支）には変
　化が生じないことになる。しかしもし原油以
　外の生産物価格に変化が生じなければ，相対
　価格体系が変化し，それによって貿易収支は
　影響をうけざるをえなくなるであろう。
20）　石油の供給制限が行なわれて以来の工業国
　のいくつかについて，貿易や価格の動きをみ
　てみると，フランスと日本の場合には1974年
　にはいってからの大部分の月において貿易収
　支は赤字となり，イギリスについては1973年
　ユ0月頃より赤字幅が大きくなっているが，
　1974年にはいってからの赤字幅は増大してい
　る。アメリカは1973年中頃より貿易収支の黒
　字を示してきたが，1974年3月より赤字に転
　じてしまった。おそらく1974年半ばまでそう
　した傾向を示さなかったのは西ドイツのみと
　いってよいであろう。価格についても西ドイ
　ツは例外であり，上にあげたフランス，日本，
　イギリス，アメリカについては，いずれも，
　1973年秋以降は，卸売物価についても消費者
　物価についても大幅な上昇率となっているが，
　しかし，その上昇率は小さいところで15％程
　度，大きくても30％台であるから，原油には
　到底およばない。
21）　もちろん，オイル・ダラーがすべてそのま
　まつねに短期資本市場において取引されると
　は限らない。そのある部分は長期証券に投資
　され，援助にむけられ，あるいは実物的投資
　にふりむけられる。このことは，オイル・ダ
　ラー還流問題はすこし長期的にみるならぽ，
　産油国の投資政策と密接につながった問題で
　ある。
22）　アメリカがエネルギーの供給と価格問題の
　解決に，工業国のなかでもっとも積極的に行
　動し，また今後も行動しつづけうるというこ
　とは，食糧の抜群な生産力と資源の高い自給
　能力を背景としてこそ可能なものであること
　は疑いないところである。この背景をもつ以
　上，西ヨーロッパ諸国や日本とは異なったタ
　イプの経済的優位性をもつことも確かである
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といってよい。アメリカの国際収支問題に関
連して，これまでのような意味での弱いドル，
弱い競争力という表現は実体的ではなくなっ
た，ということは認めなければならない。
　〔付記〕　この小論を1974年10月末にかきあ
げてから，編集上の都合により，しばらくの
時日が経過することになってしまった。その
間に，国際経済においても，また日本経済に
おいても，すこしずつ事態が変化してきた。
その一つは石油をめぐる需給関係に若干の変
化の兆しがみえはじめてきたことである。こ
れは先進工業国における経済の停滞が大いに
関係している。したがって，これが長期的な
意味での需給緩和と考えてよいかどうか，に
ついては，なお若干の留保が必要であり，ま
た若干の時日を必要とするものであろう。す
でに，先進工業国においては，不況から脱却
するための政策が真面目に考えられており，
それが先進工業国の経済活動水準を再び活況
にみちびいていくとき，果して現在みられる
需給緩和がどの程度まで進行するかは，問題
である。
　この需給緩和が供給サイドにおける供給態
度の変更によるものではかならずしもない以
上，それが石油価格の引下げにまでいたるか
どうかは予見しうる問題ではない。いまいえ
ることは，すくなくとも政治的理由にもとつ
いての石油供給の削減が，今後あまり起こり
そうにもないということである。石油需要の
減退が石油供給国にたいし一つの圧力となっ
ていることは事実であるから，そうした方向
はある程度はみとめうることである。しかし，
なお大量のオイル・ダラーの蓄積が予想され
る以上，そうして，その点については事情の
変化が起こりそうにもない以上，有利にして
安全なオイル・ダラーの運用の見通しがあま
りなければ，産油国がその保有資源をドルの
形での資産をもつか，それとも，石油資源の
形のままで地下にそれを温存するかは，産油
国の資産運用形態の問題である。したがって，
いずれを選ぶか，という形で，石油供給が影
響される可能性は依然として残されている。
　先進工業国のなかで，もっとも強力にエネ
ルギーの自国内供給の増加政策を進めている
のはアメリカである。すくなくとも，表面に
でた限りにおいてはそのようにみえる。大統
領年頭教書は対不況政策とエネルギー政策を
中心とした内容のものであったが，国内のエ
ネルギー自給力の強化と消費抑制との双方に
むかって石油課徴金の設定にふみきったが，
プライス・メカニズムを用いてのこの政策は，
イソフレーショソ抑制のために石油価格の上
昇を抑制しようとする「通常の行き方」と異
なっているが，失業率がすでに7パーセソト
にも達し，一部未熟練労働者についてはさら
にそれを上回るという状況のもとにおいては，
イソフレーション抑制のための総需要の抑圧
政策を続行でぎないということであろう。日
本の失業率については，とくに政策決定の指
標としてそれを用いるという習慣がない（ま
たこれまでの高度成長下においてはその必要
もなかった）ということもあって，公式のも
のがないように思われるが，1パーセントな
いし2パーセソト程度ともいわれている。こ
の数字はただちに，アメリカや西ヨーロッパ
諸国の数字と比較することはできないが，ア
メリカにおける失業は近来になく大量である。
　オイルダラーの還流策についても，先進工
業国の間で資金の援助協定の締結という形で
まとまろうとしている。しかし，これがまと
まったとしても，つまりは短期資本の流出入
による国際収支の調整ということであるから，
事態の根本はかわらない。すなわち，オイル
ダラーが今後とも大量に蓄積されるという事
態は依然としてつづいていく。原油価格の引
下げが市場の圧力によって実現する可能性を
考慮しても，それが現実のものとなるまでに
はなお多くの時日を必要とするであろう。し
たがつて，アメリカ，西ヨーロッパ諸国およ
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び日本という先進工業国が全体としては産油
国にたいして収支が巨額の赤字であるという
状態がつづくことであるから，赤字の負担の
「公平化」という問題は依然として解決困難
な問題として残る。これらの国の間での国際
収支の赤字の「投げ合い」という状態が国際
貿易体制にとってきわめて厄介な時限爆弾的
性格をもっていることも変わりな．くつづくで
あろう。
　先進工業国が不況からの脱却をはかる方向
へ政策転換をはじめた以上，イソフレーショ
ンはそのテソポが以前ほどではないにしても，
なお進行しつづけることになる。その場合，
工業製品と原油との間の交易条件はすこしず
つ先進工業国へ有利に変化していかざるをえ
ない。この振子の戻り方がどの程度になるか
は，産油国が供給価格を引き上げるかどうか，
工業国のイソフレーションに応じての交易条
件の戻しを拒否するかどうかにかかわるであ
ろう。国際的な規模での石油需給の動向がこ
れに関係をもつが，先進工業国の景気上昇が
進行したとき，現在のような石油需給の緩和
が続き，かつその緩和が強まって供給価格の
引上げを不可能にするという事態を生みだし
うるかどうか問題である。金準備の評価を市
場価格で行なうということによって，原油価
格引上げに対応する相対価格体系の調整がい
くところまで波及したことになるが，こうし
た経済の全般的調整の進行は，国際経済的視
点からみるとき，かなりの速度で行なわれて
きたということができる。しかし，すでに言
及した国際経済のかかえる根本的な困難は解
消していない。国際貿易体制と国際収支をめ
ぐる問題は本文に示した段階からさして前進
してはいない。新国際ラウソドが近い将来に
おいて問題を解決しうるような合意に到達す
る可能性は少ないというべきであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　（1月20日）
